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受取配当等の益金不算入／資本剰余金及び利益剰余金の双方を原資とする配当

～法人税法２４条１項４号の資本の払戻し（剰余金の配当）の解釈～

令和元年５月２９日東京高裁判決（棄却・上告受理申立て）Ｚ８８８－２２４３

                          税理士 依田 孝子

………………………………………………………………………………………………

はじめに

この事案は、内国法人である納税者が、その外国子会社及びその傘下の子会社

から資金を納税者に還流させる目的で、外国子会社から受け取った資本剰余金及

び利益剰余金の双方を原資とする配当について、法人税法上、各剰余金の配当が、

それぞれ別個独立のものか、その全額が「資本の払戻し」として１個のものかが

争われた。東京高裁では、１個のものとした原審の判断を否定し、別個独立のも

のと判断し、全面的に納税者勝訴の判決が言い渡された。

Ⅰ 事案の概要

① 被控訴人の外国子会社Ｇ社は、平成２４年１１月１２日付けで、その子会社

であるＨ社から、Ｈ社及びその子会社等が海外で行う事業等からの利益の配当

として６億４４００万ドルの分配を受け、更にこれを被控訴人に還流させるた

め、同日付けで、Ｇ社の設立準拠法である米国デラウェア州ＬＬＣ法及びＧ社

に係るＬＬＣ契約に基づき、Ｇ社の唯一の社員である被控訴人との間で、同意

書（本件同意書）及びその添付書類ＡからＤまでの各決議書を取り交わした。

本件決議書Ｃでは、Ｇ社に対し、追加払込資本の払戻しとして、原告に対して

１億ドルの分配（本件資本配当）を行う権限を付与すること、本件決議書Ｄで

は、Ｇ社に対し、留保利益から、原告に対して５億４４００万ドルの分配（本

件利益配当）を行う権限を付与することとされた。

② 上記に基づき、被控訴人は、平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日

までの連結事業年度において、Ｇ社から、我が国の会社法上、資本剰余金を原

資及び利益剰余金に相当する各金額を原資とする剰余金の配当を受けた。

③ 被控訴人は、資本剰余金を原資とする配当については、法人税法（平成２７

年法律第９号による改正前のもの。以下「法」という。）２４条《配当等の額と

みなす金額》１項３号（現４号）にいう資本の払戻しの一態様である「剰余金

の配当（資本剰余金の額の減少に伴うものに限る。）」に当たり、利益剰余金を

原資とする配当については、法２３条《受取配当等の益金不算入》１項１号に

いう「剰余金の配当（‥資本剰余金の額の減少に伴うもの‥を除く。）」（具体的

には利益剰余金を原資とする配当）に当たることを前提として、それぞれにこ

れら各法条を適用した上で、法人税の連結確定申告（本件申告）をした。
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④ 京橋税務署長は、平成２６年４月２８日付けで、各剰余金の配当について、

各決議日や効力発生日が同一であることなどを理由として、その全額が法２４

条１項３号の「資本の払戻し〔剰余金の配当（資本剰余金の額の減少に伴うも

のに限る。）〕」に該当するとして、被控訴人に対し、法人税の更正処分をした。

⑤ 被控訴人は、審査請求を経て、平成２７年８月２１日、東京地裁（原審）に

提訴し、各剰余金の配当は、それぞれ別個の議案により決議された別個のもの

であり、このうち利益剰余金を原資とする配当は、法２４条１項３号の「資本

の払戻し〔剰余金の配当（資本剰余金の額の減少に伴うものに限る。）〕」には該

当しないから、更正処分には誤りがあるとして、その一部の取消しを求めた。

⑥ 原審（平成２９年１２月６日東京地裁・Ｚ２６７－１３０９５）は、要旨、

㋑法２４条１項３号は、資本剰余金及び利益剰余金の双方を原資とする配当に

ついて規律するものであるとした（その限りで同旨の控訴人の主張を採用した。）

が、㋺法は、施行令２３条１項３号（現４号）に従ってみなし配当の金額を計

算した場合に、利益剰余金を原資とする部分の剰余金の配当の額が法２４条１

項柱書の「株式又は出資に対応する部分の金額」に含まれて法６１条の２第１

項１号にいう有価証券の譲渡に係る対価の額として認識され、法人税の課税を

受けることとなる事態は想定していないところ、施行令２３条１項３号の定め

によれば上記のような計算結果となるから、その限りにおいて、同定めは法人

税法の委任の範囲を逸脱した違法なものとして無効であるとして、被控訴人の

請求を認容した。

⑦ これに対し、控訴人（国側）がこれを不服として控訴した。

Ⅱ 東京高裁の判断

１ 法２４条１項３号の「資本の払戻し〔剰余金の配当（資本剰余金の額の減少

に伴うものに限る。）〕」の意義等（争点１）

（１）当事者双方の主張

① 控訴人は、剰余金の配当については、その全体が資本と利益とが混合したも

のであるとして、その全額を「資本の払戻し」と整理し、これに法２４条１項

３号を適用した上で、施行令２３条１項３号によりみなし配当の金額を計算す

ることとし、例外的に、剰余金の配当の原資が利益剰余金のみであることが明

らかな剰余金の配当のみが法２３条１項１号の「剰余金の配当」に当たると主

張する。

② これに対し、被控訴人は、法２４条１項３号の「資本剰余金の額の減少に伴

うもの」とは、資本剰余金を原資とする剰余金の配当をいい、利益剰余金を原

資とする剰余金の配当を含まないのであり、利益剰余金を原資とする剰余金の

配当については法２３条１項１号が、資本剰余金を原資とする剰余金の配当に

ついては法２４条１項３号がそれぞれ別個独立に適用されると主張する。
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（２）法２３条１項１号及び２４条１項３号の趣旨と改正経緯等

① 法２３条１項１号は重複課税を避けるための規定であるところ、法２４条１

項は、もともと、会社制度を定めていた旧商法においては、手続上利益の配当

とは位置付けられていなかった株主法人に対する金員等の交付について、その

うちに実質的には支払法人が事業等により稼得した留保利益が含まれている場

合があり、それが実質的には利益の配当に当たり、支払法人段階において課税

済みの利益であることから、同じように重複課税を避けるため、払戻しを受け

る株主法人においてこれを配当として位置づけることとして、いわゆる「みな

し配当制度」を設けたものであり、これは、株主拠出部分と法人稼得利益とを

峻別する法人税法上の基本原則の具体的な現れであると解される。

② 平成１７年の会社法（平成１７年法律第８６号）の制定により、株式会社の

株主に対する会社財産の払戻しについては、㋑従前の利益の配当及び中間配当

は利益剰余金を原資とする剰余金の配当と整理され、㋺株式の消却を伴わない

資本の減少は資本金の資本剰余金への振替え及び資本剰余金を原資とする剰余

金の配当と整理されたことを踏まえ、平成１８年度税制改正において、法２３

条１項１号及び法２４条１項３号は、株主拠出部分と法人稼得利益とを峻別す

る基本原則にのっとって、払戻しの原資に着目して、㋑「剰余金の配当（‥資

本剰余金の額の減少に伴うもの‥を除く。）」を法２３条１項１号の対象とし、

㋺資本の払戻しの一態様である「剰余金の配当（資本剰余金の額の減少に伴う

ものに限る。）」を法２４条１項３号の対象としてそれぞれ規律することとした

ものと解される。

（３）法２４条１項３号の規律対象

① 法令上の「‥に伴うもの」の用法を踏まえ、法２３条１項１号及び法２４条

１項３号は、配当の原資に着目した上、会社法上の概念を前提とし、株主拠出

部分と法人稼得利益とを峻別する仕組みの一つとして改正されたものと解され

ることを併せ考慮すると、法２４条１項３号の「剰余金の配当（資本剰余金の

額の減少に伴うもの‥）」、すなわち、「資本剰余金の額の減少に伴う剰余金の配

当‥」とは、「資本剰余金の額の減少によって行う剰余金の配当‥」をいうもの

と解するのが、文理上自然であると考えられる。

② 同時に、法２４条１項３号は、「資本剰余金の額の減少によって行う剰余金の

配当」を、税法上の観点から、一定の計算式を用いてみなし配当部分（実質的

に法人稼得利益であると位置付けられる部分）とそれ以外の株主拠出部分とに

分割するものと解されるから、「剰余金の配当」が同号の対象となるかどうかは、

会社法等の規定に従って株主総会等の決議によって行われた個々の配当ごとに、

その原資に応じて判断されるとするのが自然な帰結であると解される。

③ 資本剰余金と利益剰余金の双方を同時に減少して剰余金の配当を行った場合

において、配当の先後関係によって課税関係に差異が生ずるようなときには、

例外的に、これを法２４条１項３号の「資本の払戻し」として整理し、計算も
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原資に基づいて資本金等の額と利益積立金額が減少する構造とすることでこの

問題の解決を図るものとし、このような配当は、法２４条１項３号の規律に服

するとすることには合理性があると考えられる。

  なお、本件配当については、本件資本配当及び本件利益配当のいずれが先に

行われたとしても、結果に相違が生じない。

（４）小括

以上の諸点を総合考慮すると、法２４条１項３号の「資本の払戻し〔剰余金の

配当（資本剰余金の額の減少に伴うもの‥）」とは、「資本剰余金の額の減少によ

って行う剰余金の配当」、すなわち、「資本剰余金を原資とする配当」を意味し、

したがって、同号は、資本剰余金を原資とする配当について適用され、例外とし

て、資本剰余金と利益剰余金の双方を同時に減少して剰余金の配当を行った場合

において、いずれの配当が先に行われたとみるかによって課税関係に差異が生ず

るものについては、これを「資本の払戻し」と整理し、同配当は同号の規律に服

すると解するのが相当である。

２ 本件配当は、その全体が法２４条１項３号の対象となるか（本件資本配当と

本件利益配当とは別個独立のものか、又は１個のものか）について（争点２）

① 本件資本配当に係る本件決議書Ｃと本件利益配当に係る本件決議書Ｄとは別

個のものである以上、被控訴人がＧ社の一人株主であり、本件同意書によって

両決議書記載の決議がされたとしても、私法上は別個の決議がされたと評価さ

れるものである。そして、Ｇ社に係るＬＬＣ契約５．４条が、本件配当を含む

分配は、「役員会が決定した時期及び総額において社員に対して行うものとす

る」と規定していることに鑑みると、本件資本配当に係る決議及び本件利益配

当に係る決議は、別個のものとして順次、かつ、各配当の承認のほか、これら

を実行すること含むものであったと認められる。

② 本件資本配当はＧ社において減少させた資本を原資とするものであり、本件

利益配当は同社の留保利益を原資とするものであることが明らかであるという

べきであって、控訴人が指摘する決議日及び効力発生日の同一性等の事情は、

形式的なものであるにすぎず、それらの事情が、本件利益配当及び本件資本配

当の各性質を変じさせて単一のものとして取り扱うことが許容される基礎を創

出するものではないと解するのが相当である。

３ 施行令２３条１項３号は法２４条３項の委任の範囲を超えない適法なもの

かについて（争点３）

① 仮に、本件配当が法人税法上同時（一体的）に行われたものであるとして、

そのことを理由に法２４条１項３号が適用されると解するとしても、本件配当

のうち本件利益配当の原資が留保利益（利益剰余金）であるにもかかわらず、

これに資本配当として課税がされることになり、それは法２４条１項３号の委
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任の範囲を超えることは、原判決のとおりである。

② 施行令２３条１項３号の定めが、資本剰余金及び利益剰余金の双方を原資と

する剰余金の配当への適用に当たり、当該剰余金の配当により減少した資本剰

余金の額を超える「払戻し等の直前の払戻等対応資本金額等」が算出される結

果となる限りにおいて法人税法の委任の範囲を逸脱した違法なものとして無効

である。この場合の「払戻し等の直前の払戻等対応資本金額等」は、当該剰余

金の配当により減少した資本剰余金の額と同額の１億ドルに修正されるべきこ

ととなり、本件配当の額のうちのみなし配当の金額は５億４４００万ドルに修

正されるべきこととなり、本件利益配当の額と同額となる（原審判決引用）。

４ まとめ

① 利益剰余金を原資とする配当については法２３条１項１号が、資本剰余金を

原資とする配当については法２４条１項３号がそれぞれ適用される（例外とし

て、資本剰余金と利益剰余金の双方を同時に減少して剰余金の配当を行った場

合において、いずれの配当が先に行われたとみるかによって課税関係に差異が

生ずるものについては、これを「資本の払戻し」と整理し、同配当は同号の規

律に服すると解される。）。そして、本件資本配当と本件利益配当とは別個独立

したものであると認められるから、本件資本配当は法２４条１項３号により、

本件利益配当は法２３条１項１号によりそれぞれ規律されるべきことになる。

② したがって、被控訴人の本件請求は理由がある。よって、原判決は、結論に

おいて相当であり、本件控訴は理由がないからこれを棄却することとする。

【コメント】

東京高裁では、法２４条１項３号（現４号）の文理解釈等に基づき、利益剰余

金を原資とする配当については法２３条１項１号が、資本剰余金を原資とする配

当については法２４条１項３号がそれぞれ適用されるとして、納税者の主張を認

めた。なお、本件の資本剰余金及び利益剰余金を原資とする配当を１個のものと

解した場合、払戻法人（Ｇ社）の利益積立金がマイナスのときは、施行令２３条

１項３号（現４号）のプロラタ計算をすると、減少した資本剰余金の額を超える

「払戻し等の直前の払戻等対応資本金額等」が算出され、利益剰余金を原資とす

る部分の配当の額が含まれることになる。その限りにおいて、原審は、同号は法

人税法の委任の範囲を逸脱したものとして無効と判断し、更正処分を取り消した。

この違法無効の判断は、東京高裁でも維持されている。結局、原審及び控訴審

において、納税者の請求認容の判断が下されているが、現在、国側は上告受理申

立てをしているので、今後の動向を注視したい。
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≪関連ホームページ≫

○ ＴＡＩＮＳホームページ http://www.tains.org/

以上


